
ち
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■ 「合意等」の範囲は…？ 

含みます。 

　「合意等」には、契約書等で明らかにされている明示的な合意のみならず、「黙示の合意」も

　「黙示の合意」とは、 

○ 飲食料品を提供する事業者が、設備設置者との明示の合意なく自らの顧客にその設備を使

わせていることが設備設置者に黙認されており、かつ、 

○ 飲食料品を提供する事業者がその設備を「管理支配しているような状況」 

をいいます。また、ここでいう「管理支配しているような状況」とは、例えば、その設備にメ

ニュー等を設置、顧客を案内、配膳、下膳、清掃を行っているなど、自らの飲食設備として利

用させている状況が挙げられます。 

もっと詳しく 

事業者（売

手）が

（以下「設備設置者」とい

います。） と設備設置者
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店舗に、テーブルや椅子を設置したイートインスペースがある場合に、「お飲み物とベーカリーコ

ーナーのパンについてはお会計いただいた後イートインスペースでお召し上がりいただけます」と

いった掲示を行うなど、実態としてそれら（飲み物とパン）以外の飲食料品を顧客に飲食させてい

ないときは、それら以外の飲食料品については、そのイートインスペースにおいて飲食されないこ

とが明らかであることから、持ち帰り販売のみを行うこととなりますので、意思確認は不要となり

ます。 

（注） 飲み物とパンのみが飲食可能な旨の掲示を行っていたとしても、実態としてそれら以外の飲食料品も顧客

　　に飲食させているような場合におけるその飲食料品の提供は「食事の提供」に当たり、軽減税率の対象とな

　　りません。したがって、店内飲食か持ち帰りかの意思確認を行うなどの方法で、軽減税率の対象となるかな

　　らないかを判定していただくこととなりますのでご留意ください。 

 

イートインスペースで飲食される物の限定 

 

お飲み物とパンは 

イートインコーナーで

食べられます。 

 

弁当 
⇒「飲食可能な物」の指定なし

指定した 

「飲食可能な物」

は、「意思確認」が必

要 

指定した 

「飲食可能な物」 

以外は、 

「意思確認」が不要 

ファストフード店で、一の商品であるハンバーガーとドリンクのセット商品を販売す

る際に、顧客からドリンクだけを店内飲食すると意思表示された場合の適用税率につい

て教えてください。 

ハンバーガーとドリンクのセット商品は、一の商品であることから、意思確認の

結果、そのセット商品の一部（ドリンク）を店内飲食し、残りを持ち帰ると申し出

があったとしても、ファストフード店は、一のセット商品の一部をその場で飲食さ

せるために提供することになります。 

したがって、そのセット商品の販売は、「食事の提供」に該当し、顧客がドリンク

以外を持ち帰ったとしても軽減税率の対象となりません。 

なお、持ち帰りのハンバーガーと店内飲食するドリンクを単品で販売する場合、

持ち帰りのハンバーガーは「飲食料品の譲渡」として軽減税率の対象となり、店内

飲食するドリンクは「食事の提供」として軽減税率の対象となりません。 

 Ａ

 Ｑ 

＆  Ａ  Ｑ 

20



9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こんなときの「意思確認」はどうするの…？ 

店舗に、顧客が飲食にも利用することができる休憩スペースのほか、階段脇や通路沿いにベンチ

等を設置しているような場合で、休憩スペースでのみ飲食を可能としており、「飲食される場合には

休憩スペースをご利用ください」といった掲示を行っているようなときは、掲示により休憩スペー

スのみを飲食可能な設備として指定しているため、それ以外のベンチ等は、飲食に用いられないも

の（飲食設備に該当しないもの）と考えられます。 

ただし、店舗には顧客が飲食可能な休憩スペース（飲食設備）があるため、飲食料品の販売に際

しては、顧客に対して店内飲食か持ち帰りかの意思確認を行うなどの方法で、軽減税率の対象とな

るかならないかを判定していただくこととなりますが、その際には、例えば「お買い上げの商品を

休憩スペースを利用してお召し上がりになる場合にはお申し出ください」等の掲示を行うなど、営

業の実態に応じた方法により意思確認を行うこととして差し支えありません。 

 「飲食設備」とは、飲食に用いられる設備であれば、その規模や目的を問わないため、スーパー

マーケットの休憩スペースであっても、飲食設備に該当します。そのため、その休憩スペースにお

いて顧客に飲食料品を飲食させる役務の提供は「食事の提供」に該当し、軽減税率の対象となりま

せん。したがって、飲食料品の販売に際しては、顧客に対して店内飲食か持ち帰りかの意思確認を

行うなどの方法で、軽減税率の対象となるかならないかを判定していただくこととなります。 

なお、「飲食はお控えください」といった掲示を行うなど、実態として顧客に飲食させていない休

憩スペース等や、従業員専用のバックヤード、トイレ、サッカー台のように顧客により飲食に用い

られないことが明らかな設備については、飲食設備に該当しません。そのため、ほかに飲食設備が

ない場合には、持ち帰り販売のみを行うこととなりますので、意思確認は不要となります。 

（注）　こうした掲示を行っている休憩スペース等であったとしても、実態としてその休憩スペース等で顧客に飲

　　　食料品を飲食させているような場合におけるその飲食料品の提供は「食事の提供」に当たり、軽減税率の対

　　　象となりません。したがって、店内飲食か持ち帰りかの意思確認を行うなどの方法で、軽減税率の対象となる

　　　かならないかを判定していただくこととなりますのでご留意ください。 

スーパーマーケットの休憩スペース等での飲食 

 

休憩スペースでの 

飲食は 

お控えください

ほかに「飲食設備」が

ない場合には 

「意思確認」が不要

飲食可能な場所を明示した場合の意思確認の方法 

 

飲食される場合は 

休憩スペースを 

ご利用ください 

 
通路脇や通路沿いのベンチ 

⇒「飲食設備」に該当しない 

飲食可能な場所として指定された休憩スペース
⇒「飲食設備」に該当する 

「飲食設備」があるため、

「意思確認」が必要 

営業の実態に応じた 

「お買い上げの商品を休

憩スペースを利用して

お召し上がりになる場

合にはお申し出くださ

い」などの掲示で可 

⇒「飲食設備」に該当しない 
実態として飲食に用いられていない
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等等

22



で

、

注

注

注

注

注

注

注
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で

等のうち、一定の基準を満たすものは、

において、

等と

等が
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き

の持ち帰り販売

遊園地の売店での持ち帰り販売

※　園内で食べ歩く又は園内に

　点在するベンチで飲食する場合

き

　遊園地の売店の管理が及ぶ売店のそば

にある椅子での飲食
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